
（２）市⺠の暮らしを⽀えるセーフティネットの強化

（１）感染症拡⼤の防⽌

（３）緊急事態後も⾒据えた対応

① 感染拡⼤の影響による解雇等により、居宅退去を余儀なくされた市⺠への
市営住宅の提供

② 企業等の採⽤内定を取り消された学⽣等を対象とした市職員採⽤試験の実施
③ 休業要請に応じた中⼩企業等への⽀援⾦（⼤阪府と共同実施） など

① ⼋尾市保健所の体制強化として、受診相談コールセンターの整備と専⾨職の増員
② 市⺠啓発チラシの新聞折込による各⼾配布、公⽤⾞による街頭での呼びかけ
③ 「新型コロナウイルス感染症対応・公⺠連携デスク」の設置（後掲） など

⼋尾市 新型コロナウイルス感染症に係る緊急対策 概要 ①

新型コロナウイルスの感染拡⼤を防⽌し、⼋尾市⺠のいのちと暮らしを守るため、
各部局の⼒を総動員した総合的な緊急対策を実施
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⼋尾市⺠の
いのちと
暮らしを
守る

① すべての就学前児童への図書カードの配布（⼤阪府未実施分の市独⾃実施）
② インターネット出前代⾏サービスの活⽤や、⾮対⾯型ビジネスモデルへの業態転換に
チャレンジする企業等へのサポート など



第１弾緊急対策
（5⽉初旬から速やかに実施）

第２弾緊急対策
（5⽉中旬以降順次実施）

随時実施の緊急対策
（既に実施分含む）

【国補正への迅速対応】
①⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業に係る経費
②ひとり親家庭への学習⽀援に係る
感染症対策

【国補正への迅速対応】
①⼦育て世帯への臨時特別給付⾦事業
②特別定額給付⾦事業
③国⺠健康保険における傷病⼿当⾦の
創設

⼋尾市 新型コロナウイルス感染症に係る緊急対策 概要②
国・⼤阪府と歩調を合わせつつ、市⺠の皆様の安全・安⼼の確保と新型コロナウイルスの感染拡⼤の防⽌の取り組みについて、

本市独⾃の⽀援策の検討を進め、スピード感を持って緊急に求められるものから順次「⼋尾市緊急対策」として実施

【府緊急対策と連動する迅速対応】
④休業要請⽀援⾦（府・市町村共同
⽀援⾦）事業

【市独⾃緊急対策 (府対策と連動)】
③すべての就学前児童への図書カー
ド配布事業

【市独⾃緊急対策】
④意欲ある事業者経営・技術⽀援に
係る補助事業

①新型コロナウイルス感染症に関す
る受診相談コールセンターの委託

②新型コロナウイルス感染症に関す
る市⺠啓発チラシの配布

③「新型コロナウイルス感染症対
応・公⺠連携デスク」の設置

④採⽤内定を取り消された学⽣等を
対象とした採⽤試験の実施

など

市⺠の⽣活・安全・安⼼の確保を最優先に取り組み、
以降、感染症の動向や経済情勢などを⾒極め、必要な施策を柔軟かつ⼤胆に講じていく 2



「新型コロナウイルス感染症対応・公⺠連携デスク」の設置
○ 新型コロナウイルス感染症の拡⼤が続く中、多くの企業や団体から当市に対して「⾃社の強み（製品、サービス）を対策に

役⽴ててほしい」という善意の声が多く寄せられている。このような声を確実に受け⽌め、各部局の施策に着実につなげていく
ための体制を整える必要。

○ このたび当市では、このような役割を専従で担う「新型コロナウイルス感染症対応・公⺠連携デスク」を府内市町村では
初めて設置する。
＜デスクのイメージ＞

5⽉7⽇から実施

３
※ 公⺠連携デスクは、将来的には新型コロナウイルス対策にとどまらず、庁内各部局が実施する施策についての

企業や団体などに対するワンストップ窓⼝としての機能を備えた組織に発展させる予定。

公⺠連携
デスク

• ⾃社の製品やサービスを
新型コロナウイルス対策に
役⽴ててほしい

• 担当窓⼝がわからなくても
デスクでの相談が可能
（スピード感のある適切な
対応）

企業・団体等

• 新型コロナウイルス対策に
あたり、⺠間の⼒を借りたい
がルートがない︕

• 企業等を通じて市場ニーズ
が把握できる

⼋尾市製品等提供 “つなぐ”

“つなぐ” 協⼒依頼・提案



「新型コロナウイルス感染症対応・公⺠連携デスク」の概要

４

＜公⺠連携デスクの概要＞
■主な機能
・新型コロナウイルス対策に、企業・団体等から製品やサービス提供の申し出や相談の受付

例えば、「⾃社製品を市⽴病院や市内⼩学校に提供したい︕」など
・新型コロナウイルス対策にあたり、現在、不⾜する必要な物資やサービス提供などの市からの協⼒依頼

例えば、「御社の広告媒体を活⽤して、市の新型コロナウイルス対応の情報を提供して欲しい︕」など
■設置場所
〒５８１－０００３ ⼋尾市本町⼀丁⽬1番１号 ⼋尾市役所４階 政策推進課内

■電話番号
０７２－９２４－３８４２

■受付時間
平⽇ 午前８時４５分から午後５時１５分まで

■備考
専従スタッフ３⼈を配置

問い合わせ先︓やおプロモーション推進ＰＴ 公⺠連携デスク

5⽉7⽇から実施



⼋尾市 新型コロナウイルス感染症に係る緊急対策

第１弾緊急対策として、４⽉末までに専決対応済み

※ 第２弾緊急対策は５⽉中旬以降に順次、市議会に提案

現状、新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤により、多⼤な影響を受けている市⺠、市内事業
者の⽀援など、速やかに着⼿すべき取り組みについて、補正予算等により財政措置を⾏う

第３号・第４号補正予算の概要 総額 ２７６億８５１８万９千円

５

上記の補正予算計上のほか、急を要する市⺠ニーズへの対応として、
令和２年度現計予算の活⽤や予備費対応を⾏うなど、各種取り組み

を迅速・柔軟に実施中（詳細については⓮スライド以降）



第１弾緊急対策
「令和2年度第３号及び第４号補正予算」

（5⽉初旬から速やかに実施）

６



休業要請⽀援⾦(府・市町村共同⽀援⾦）事業
【府緊急対策と連動する迅速対応】

■新型コロナウイルス感染症の拡⼤に伴う緊急事態措置により、休業要請等を受けて深刻な影響を被って
いる中⼩企業・個⼈事業主を対象に、⼤阪府と共同で休業要請⽀援⾦を交付

対象者

⽀援⾦

次の①〜➂のすべてを満たす中⼩企業、個⼈事業主
①⼋尾市内に主たる事業所を有していること。
②緊急事態措置期間中（令和2年4⽉21⽇~5⽉6⽇のすべての期
間）に休業要請等に全⾯的に協⼒する運営事業者。
③令和２年４⽉の売上が前年同⽉対⽐で５０％以上減少していること。

事業
規模予測

◇中⼩企業 １００万円
◇個⼈事業主 ５０万円

◇中⼩企業 約２００社
◇個⼈事業主 約1,600者

府と市で
１/２ずつ負担

⽀援スキーム

予算額 ５億１５０万円

※申請期間
令和2年4⽉27⽇~5⽉31⽇

【⼤阪府設置】休業要請⽀援⾦相談コールセンター
◆電話番号 ０６－６２１０－９５２５
◆開設時間 ９時〜１９時（⼟⽇祝⽇を含む毎⽇）
※5/12以降 10時〜１７時（⽇曜⽇を除く毎⽇） ⼋尾市

中⼩企業・個⼈事業主

⼤阪府にお
いて調整中
（⽀払い⼿続き等）

⼤阪府

⼀部委託1/2負担

事業者の
名称をHP公表

⽀援⾦原資

②受付完了
メール

①申請者情報
の登録

＜Web受付＞
③申請書等
（郵送） ④振込

７

第１弾緊急対策
4⽉27⽇より申請受付

府発表資料⼀部抜粋



⼦育て世帯への臨時特別給付⾦事業
【国補正への迅速対応】

■新型コロナウイルス感染症の影響を受けた⼦育て世帯を⽀援する観点から、児童⼿当（本則給付）を受給する世帯
（０歳〜中学⽣のいる世帯）に対し、臨時特別の給付⾦（⼀時⾦）を⽀給するとした、国の緊急対策への迅速
な対応

予算額 ３億４８６0万５千円
（⼋尾市受給対象者⾒込み分）

財源︓10/10国負担

⽀給対象者

対象児童 児童⼿当（本則給付）の令和２年４⽉分の対象となる児童（３⽉分の対象となる児童含
む）（⼋尾市では計約33,000⼈）※令和２年３⽉３１⽇までに⽣まれた児童が対象

対象児童に係る令和２年４⽉分（３⽉分を含む）の児童⼿当（本則給付）の受給者

⼦育て世帯の⽣活 を⽀援

第１弾緊急対策
6⽉末⽀給予定

８●⽀給対象者には個別に案内チラシを送付予定

国の制度設計概要

給付額 対象児童⼀⼈につき10,000円

６⽉末に対象児童⼀⼈につき10,000円の⽀給予定
※公務員については、所属庁が⽀給対象者であると証明した上で、本⼈が居住市町村に申請。

⼋尾市の⽀給
開始時期

⽀給時期 準備が整った市町村から、できるだけ速やかに開始



ICTを活⽤した感染拡⼤防⽌の取組み

■令和2年4⽉20⽇、「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」が閣議決定され、感染拡⼤防⽌に留意しつつ、簡素
な仕組みで迅速かつ的確に家計への⽀援を⾏うため創設された「特別定額給付⾦事業」への迅速な対応

(1)感染症の拡⼤防⽌
②感染拡⼤の防⽌と収束に向けた取組み

９

フリップ⑥特別定額給付⾦事業
【国補正への迅速対応】

第１弾緊急対策
4⽉28⽇プロジェクトチーム設置

予算額 ２６８億３５０８万４千円
（⼋尾市対象者⾒込み分）
財源︓10/10国負担

給付⾦の申請及
び給付の⽅法

給付対象者及び
受給権者

給付対象者は、基準⽇（令和2年4⽉27⽇）において、住⺠基本台帳に記録されている者
受給権者は、その者の属する世帯の世帯主

（1）郵送申請⽅式
（2）オンライン申請⽅式（マイナンバーカード所持者が利⽤可能） ※詳細調整中

すべての家計を⽀援
国の制度設計概要

給付額 給付対象者⼀⼈につき100,000円

４⽉２８⽇にプロジェクトチームを設置
早期に受付開始できるよう準備中

⼋尾市の
受付開始⽇

受付開始⽇ 準備が整った市町村から、できるだけ速やかに開始



■⼋尾市国⺠健康保険加⼊である被⽤者が新型コロナウイルス感染症に感染した場合⼜は発熱等の症状
があり感染が疑われた場合で、その療養のため労務に服することができなかったとき、傷病⼿当⾦を⽀給【国
による特別調整交付⾦の取り扱いによる対応】

対象
者

⽀給
対象
⽇数

予算額 3３0万円
（国⺠健康保険事業特別会計第1号補正予算）

⼋尾市国⺠健康保険被保険者である被⽤者
(給与の⽀払いを受けている者に限る。)のうち、
新型コロナウイルス感染症に感染した、または発
熱等の症状があり感染が疑われ、その療養のため
に労務に服することができない者

労務に服することができなくなった⽇から起算して
３⽇を経過した⽇から労務に服することができな
い期間のうち「就労を予定していた⽇数

国⺠健康保険における傷病⼿当⾦の創設
【国補正への迅速対応】

第１弾緊急対策
４⽉28⽇ 受付開始

⽀給
額

直近の継続した３⽉間の給与収⼊の合計額
÷ 就労⽇数 × ２／３ × ⽀給対象⽇数
※給与の全部または⼀部を受けることができる

場合は⽀給対象外

適⽤
期間

令和２年１⽉１⽇〜９⽉30⽇の間で療養の
ため労務に服することができない期間（ただし、
⼊院が継続する場合等は、最⻑１年６か⽉ま
で）

⼋尾市の
対応状況

４/２１ 条例改正（専決処分）
４/２８ 受付開始 10



第2弾緊急対策
（5⽉中旬以降順次実施）
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■国の制度改正による、新型コロナウイルスの影響による収⼊減少等により経済的に困窮し、住宅を失った⼜はそのお
それがある⽅も、住居確保給付⾦の⽀給対象へと拡⼤し、それらに伴い増加している⽣活困窮者⽀援窓⼝の対応
⼒の強化

⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業に係る経費
【国補正への迅速対応】

主な対
象条件
の拡充

住居確保給付⾦の対象者拡⼤【国補正対応】

これまで 離職・廃業から２年以内の⽅

これから
離職・廃業から２年以内または個⼈の責に
帰すべき理由等によらず休業等により収⼊が
減少し、離職等と同程度の状況にある⽅

第2弾緊急対策
4⽉20⽇より体制強化

概要

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、収⼊
減少や失業等により⽣活に困窮し、⽇常⽣活の
維持が困難となっている⽅々の相談窓⼝の体制
を強化

⼋尾市⽣活⽀援相談センターの⼋尾市⽴社会
福祉会館2階への臨時的移転と⼈員増による
相談窓⼝体制の強化

具体的
内容

⽣活困窮者⽀援窓⼝の強化【国補正対応】

対象者 お住いのない⼈・⼋尾市内の賃貸住居等を失
う恐れのある⼈で⼀定の条件に該当される市⺠

12



ひとり親家庭等への学習⽀援に係る感染症対策
【国補正への迅速対応】

■ひとり親家庭及び⽣活困窮世帯の中学⽣に対する「学習⽀援事業」における、新型コロナウイルス感染症
拡⼤防⽌対策としてのマスク等の配布

概要

対象者

新型コロナウイルス感染症拡⼤を防⽌する観点から学習⽀援事業に
参加する中学⽣等にマスク等を配布

学習⽀援事業の参加者及び指導者
（市内全６か所）

13

第2弾緊急対策
5⽉中旬以降順次実施



すべての就学前児童への図書カード配布事業
（※府緊急対策との連動）

■外出⾃粛要請に伴って在宅で就学前の⼦を育てる家庭に対し、保護者による、⼦どもたちへの読み聞かせ
やふれあいの⼀助となるよう、絵本等の購⼊に対する⽀援を実施

対象

配布
⽅法

０〜５歳児すべての⼦どもたち
約１万２千⼈

（うち市独⾃策対象者 約６,５００⼈）
※⼤阪府による図書カードの配布対象外となる０〜２
歳児と在宅⼦育て児に市独⾃事業として配布するこ
とで、市在住のすべての⼦どもたちに図書カードを
届ける。

図書カード（QRコード⽤紙・2,000円分）
を各家庭への郵送等により配布（予定）
※書留郵便等の⼿法により検討中
※保育施設利⽤者は各施設から配布（予定）

《イメージ》

⼋尾市

書店（実店舗）
オンライン書店

在宅⼦育て家庭
図書カード

（QRコード⽤紙）
郵送により配布

図書カード
（QRコード⽤紙）

第2弾緊急対策
5⽉中旬以降順次実施

基⾦
活⽤ こども夢基⾦の活⽤による事業実施
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※保育施設利⽤者は各施設から配布（予定）



意欲ある事業者経営・技術⽀援に係る補助事業

■新型コロナウイルス感染症による影響を受けた市内中⼩企業の事業活動を⽀援するとともに、市⺠⽣活を
維持するため、市内中⼩企業が⾏う新たな取組費⽤の⼀部を補助

⽀援
内容

拡充
メニュー

「意欲ある事業者経営・技術⽀援補助⾦」のメニュー拡充し、新型コロナウイルス感染症の
影響を乗り越えるために前向きな投資を⾏う事業者を対象に、新たにインターネット出前
代⾏サービス等活⽤や⾮対⾯型ビジネスモデルへの転換等を⾏った場合、対象事業の⼀
部を補助

■申込受付期間︓令和３年1⽉２９⽇（⾦）まで

15

第2弾緊急対策
4⽉2３⽇より先⾏実施

①インターネット出前代⾏サービス等活⽤に
かかる初期費⽤等（登録料等）の⼀部

②⾮対⾯型ビジネスモデルへの転換に関する費⽤の⼀部
（専用ECサイトの構築にかかる費用、オンラインサービスの提供等）

①中小企業者 ②交流団体

or以下、いずれの条件も満たしていること

（１）市内で６カ月以上、同一事業活動

（２）市税を滞納していないこと

※中小企業者…中小企業基本法第２条第１項に該当

するもの。

以下、いずれの条件も満たしていること

（１）中小企業者交流団体で６カ月以上活動を継続

（２）構成員の過半数以上が市内事業所

対象者

■補助上限額 １０万円（補助率１／２）

既存の補助⾦制度メニューを拡充し市内事業者等のサポートをパワーアップ︕



随時実施の緊急対策
（既に実施分、今後実施予定分含む）
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随時実施の緊急対策（既に実施分含む）

■新型コロナウイルス感染症に関する受診相談コールセンターの委託（⼤阪府との共同事業）■新型コロナウイルス感染症に関する受診相談コールセンターの委託（⼤阪府との共同事業）予
備
費
対
応

そ
の
他
の
取
り
組
み

■新型コロナウイルス感染症に関する市⺠啓発チラシの配布
・A４版 新聞折り込み（令和２年４⽉２３⽇朝刊）130,000枚による配布
・A３版 ポスター 1,500枚

■新型コロナウイルス感染症に関する市⺠啓発チラシの配布
・A４版 新聞折り込み（令和２年４⽉２３⽇朝刊）130,000枚による配布
・A３版 ポスター 1,500枚

■市保健所の体制強化
市保健所業務を着実に実施するため、専⾨職を７名増員

■市保健所の体制強化
市保健所業務を着実に実施するため、専⾨職を７名増員

■採⽤内定を取り消された学⽣等を対象とした採⽤試験の実施■採⽤内定を取り消された学⽣等を対象とした採⽤試験の実施

■⾃転⾞駐⾞場の定期利⽤者（学⽣）への期間延伸
市営⾃転⾞駐⾞場３ヶ所（JR久宝寺駅南・近鉄河内⼭本駅東・志紀駅）を定期利⽤している学⽣について、
休校措置に伴う未利⽤期間への対応として、定期の利⽤期間を延伸

■⾃転⾞駐⾞場の定期利⽤者（学⽣）への期間延伸
市営⾃転⾞駐⾞場３ヶ所（JR久宝寺駅南・近鉄河内⼭本駅東・志紀駅）を定期利⽤している学⽣について、
休校措置に伴う未利⽤期間への対応として、定期の利⽤期間を延伸

ここまで掲げた取り組みのほか、下記に⽰すような既に実施済の取り組みも含め、
今後もこの危機に正⾯から向き合い、市⺠の不安を解消するための施策をスピード感を持ち展開

■市営住宅への⼀時⼊居
新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響による解雇等により、住宅からの退去を余儀なくされる市⺠を対象として、
緊急⼊居⽤として市営住宅を提供

■市営住宅への⼀時⼊居
新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響による解雇等により、住宅からの退去を余儀なくされる市⺠を対象として、
緊急⼊居⽤として市営住宅を提供

■新型コロナウイルス感染症対策関連事業への寄附⾦の受付■新型コロナウイルス感染症対策関連事業への寄附⾦の受付

17■「【新型コロナウイルス関連】⼋尾市コールセンター」の開設■「【新型コロナウイルス関連】⼋尾市コールセンター」の開設



追加予定の⽀援策など
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市⺠のマスク優先購⼊に係る市内企業との連携

■感染拡⼤によりマスク不⾜が発⽣している中、包括連携協定を締結した株式会社アーテックの協⼒のもと、
⼋尾市⺠がマスクを優先購⼊できる仕組みを構築

対象
及び
配布
⽅法

⼋尾市内の全⼾へ優先購⼊券を郵送

《イメージ》

(株)アーテック

スーパードラッグシグマ及び
松ちゃん給⾷市内各店舗

⼋尾市⺠ マスク優先購⼊券
を全⼾へ郵送

優先購⼊券を
使⽤し購⼊

包括連携協定に基づき実施
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概要
市内所在の教育教材メーカーである(株)アーテック製のマスク（1箱５０枚⼊り）について、
「スーパードラッグシグマ及び松ちゃん給⾷」の市内各店舗にて利⽤可能な優先購⼊券を
全⼾に１枚郵送

販売
価格

１箱５０枚⼊ ２，６９０円（税込）
マスク購⼊券１枚で２箱まで購⼊可能

検品・品質管理作業を
経て各店舗へ納⼊

⼋尾市

包括連携協定に
基づく連携・協⼒

マスク
１箱・50枚



その他追加予定の⽀援策

■⽔道料⾦・・・・基本料⾦の減免
⽔道料⾦の基本料⾦について全世帯を対象に7⽉使⽤分より４か⽉間全額を減免

■⽔道料⾦・・・・基本料⾦の減免
⽔道料⾦の基本料⾦について全世帯を対象に7⽉使⽤分より４か⽉間全額を減免使

⽤
料
等
の
減
免
︑
⽣
活
⽀
援
策

■下⽔道使⽤料・・・・・減免適⽤期間の延⻑
現⾏の下⽔道使⽤料の減免決定者について適⽤期間を１年間延⻑することで市役所への多数来庁による過密状

態を回避

■下⽔道使⽤料・・・・・減免適⽤期間の延⻑
現⾏の下⽔道使⽤料の減免決定者について適⽤期間を１年間延⻑することで市役所への多数来庁による過密状

態を回避

■し尿汲み取り⼿数料・・・・減免適⽤期間の延⻑
上記の「下⽔道使⽤料 減免適⽤期間の延⻑」と同様に現⾏の減免決定者について適⽤期間を１年間延⻑

■し尿汲み取り⼿数料・・・・減免適⽤期間の延⻑
上記の「下⽔道使⽤料 減免適⽤期間の延⻑」と同様に現⾏の減免決定者について適⽤期間を１年間延⻑

■可燃（燃やす）ごみ・・・指定袋の追加配付
家庭ごみの排出が増加傾向にあることから、令和２年前期分の配付時（８⽉〜９⽉）に全世帯を対象に指定袋

（可燃（燃やす）ごみ袋）を追加配付（１世帯あたり１０枚）

■可燃（燃やす）ごみ・・・指定袋の追加配付
家庭ごみの排出が増加傾向にあることから、令和２年前期分の配付時（８⽉〜９⽉）に全世帯を対象に指定袋

（可燃（燃やす）ごみ袋）を追加配付（１世帯あたり１０枚）
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市⺠に寄り添い いのちと暮らしを守るため

市⻑・副市⻑等の常勤特別職の夏季期末⼿当のカットします
市⻑は30％、副市⻑は10％、病院事業管理者、⽔道事業管理者、教育⻑、代表監査委員は各５％カット


